
令和6年度飛鳥森林事務所部内巡視
委託業務（656時間）

分任支出負担行為担当
官
三重森林管理署長
川戸　英騎

三重県亀山
市本町1-7-
13

令和6年6月6日

環境事業計画株式
会社
法人番号
1021001072307

神奈川県小
田原市高田
379-Ｄ

予決令第99
条の2（不落・
不調随意契
約）

- - 2,092,640 - - - - 1 0 事業実績 -

令和6年度第一次（追加）収穫調査業
務委託
5号物件：広島森林管理署
（大積山国有林外　26.611ha、10,927
㎥）

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
國井　聡

大阪府大阪
市北区天満
橋1-8-75

令和6年6月11日

一般財団法人日本
森林林業振興会　大
阪支部
法人番号
2010005003425

大阪府大阪
市北区天神
橋3-10-17

予決令第99
条の2（不落・
不調随意契
約）

- - 5,390,000 - - - - 1 0

国有林野の
管理経営に
関する法律
第6条の5第
1項に規定
する指定調
査機関

-

令和6年度第一次（追加）収穫調査業
務委託
3号物件：兵庫森林管理署
（河原山国有林外　25.34ha、14,316㎥）

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
國井　聡

大阪府大阪
市北区天満
橋1-8-75

令和6年6月11日

一般財団法人日本
森林林業振興会　大
阪支部
法人番号
2010005003425

大阪府大阪
市北区天神
橋3-10-17

予決令第99
条の2（不落・
不調随意契
約）

- - 4,400,000 - - - - 1 0

国有林野の
管理経営に
関する法律
第6条の5第
1項に規定
する指定調
査機関

-

令和6年度第一次（追加）収穫調査業
務委託
1号物件：石川森林管理署
（加賀海岸国有林外　318.21ha、1,802
㎥）

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
國井　聡

大阪府大阪
市北区天満
橋1-8-75

令和6年6月11日

一般財団法人日本
森林林業振興会　名
古屋支部
法人番号
2010005003425

 愛知県名古
屋市熱田区
白鳥1丁目8-
2

予決令第99
条の2（不落・
不調随意契
約）

- - 6,300,360 - - - - 1 0

国有林野の
管理経営に
関する法律
第6条の5第
1項に規定
する指定調
査機関

-

松原国有林危険木処理事業
(危険木処理 一式)

分任支出負担行為担当
官
福井森林管理署長
溝部　進

福井県福井
市春山1-1-
54

令和6年6月11日
株式会社松原園
法人番号
5210001010773

福井県敦賀
市中央町2-
11-25

会計法第29
条の3第4項
（緊急随意契
約）

令和５年１２月～令和６年１月にかけて
松原国有林に雪害木が発生し、利用者
に危険を及ぼす可能性があることから早
急に処理する必要があるため

- 1,265,000 - - - - - - - -

高鉢山国有林危険木処理事業
(危険木処理 運搬60m3ほか)

分任支出負担行為担当
官
島根森林管理署長
髙木　敏

島根県松江
市向島町
134-10

令和6年6月11日
有限会社石州造林
法人番号
1280002010472

島根県鹿足
郡津和野町
邑輝794-20

会計法第29
条の3第4項
（緊急随意契
約）

町道及び民家に隣接する国有林におい
て立木等の倒伏により緊急車両や一般
車両の通行に支障があること、また、法
面上に民家側に倒伏する恐れのある立
木が残存しており、今後の倒伏等により
隣接建物及び人命に危害を与える恐れ
があることから緊急に処理する必要があ
るため。

- 2,097,700 - - - - - - - -

国有林野の産物販売委託
(スギ外1，500m3）

分任支出負担行為担当
官
鳥取森林管理署長
寺岡　猛

鳥取県鳥取
市吉方109

令和6年6月26日

株式会社キョウワ 和
田山木材市場
法人番号
6140001055874

兵庫県朝来
市和田山町
法道寺400

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- - 2,962,500 - - - - 34 0 - 単価契約

公益法人の場合
再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

提案者
の数

名称 所在地 商号又は名称 住所
公益法
人の区
分

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

随意契約に
よることと
した会計法
令の根拠条
文（企画競
争等）

競争性のない随意契約によらざるを
得ない理由

予定価格 契約金額 国認
定、都
道府県
認定の
区分

落札率


